
一般事業主行動計画策定・変更届（参考様式）により、記入例をご紹介します。

行動計画を策定した旨の届出をする場合は「策定」
に○を、既に届出をした行動計画の変更の届出を
する場合は「変更」に○をつけてください。

この届出を提出
する日を記入し
てください。

１ この届出書
を提出する日ま
たは提出前の１
カ月以内のいず
れかの日の「常
時雇用する従業員
数」を記入して
ください。

また、同様に、
男女別の労働者
数を記入してく
ださい。

２ 該当するも
のに○をつけ、
その日を記入し
てください。

４ 計画期間を記
入してください。

５ 該当するも
のに○をつけて
ください。

④を選んだ場合
は、方法を記入
してください。

６及び７

該当するもの
に○をつけて
ください。

①を選んだ場
合は、括弧内
の具体的方法
に○をつけ、
｢その他｣の場
合は、具体的
に記入してく
ださい。

8（２）

選択項目を把握、
分析した場合は、
その代表的な項目
を記入して

ください。

一般事業主行動計画策定届の記入例

届出を行う一般事
業主の氏名（記名
または自筆による
署名）または名称、
住所、電話番号を
記入してください。

法人の場合は、法
人の名称、代表者
の氏名（記名また
は自筆による署名
）、主たる事務所
の所在地及び電話
番号を記入してく
ださい。

８ ４ １

株式会社 Ａ

かぶしきがいしゃ えい

代表取締役 ○○○○

まるまる

〒100ｰ○○○○
東京都千代田区○○○

03-××××-××××

581

327

254

８ ４ １

８ ４ 1 10 ３ 31

各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の役割、雇用管理区分ごとの労働者の月ごとの平均
残業時間数等の労働時間の状況

1



９（１）

達成しようと
する目標（数
値目標で代表
的なもの）の
内容を記載し
てください。

常時雇用する
労働者数301人
以上の事業主
は、 (ⅰ)と
(ⅱ)の両方を記
載し、目標の
分類番号

（下記表の①
又は②）を記
入してくださ
い。

２

管理職（課長職以上）に占める女性労働者の割合を30％以上にする。

全社員の残業時間を月平均20時間以内とする。

①

②



９（２）

(1)の目標を含
め、定めた全て
の目標の取組の
内容について、
例示項目を定め
た場合は、該当
する記号（ア～
カ）に○をつけ
てください。

９（２）

｢その他｣の場合は、
その概要を記入し
てください。

３



(※)行動計画を添付した場合は９(１)(２)（３）の欄の記載を省略することができます。

９（３）

行動計画に取組を盛
り込んでいる場合は
、取組の内容につい
て、該当する記号（
ア～コ）に○をつけ
てください。

４



＜次世代法に基づく行動計画との一体的な策定及び届出＞

女性活躍推進法に基づく行動計画と次世代法に基づく行動計画との一体的な策定及び届出については、両
法に定める要件をいずれも満たし、かつその計画期間を同一とする場合に、両法に基づく行動計画を一体
的に策定、届出ができます。

策定届については、以下の次世代法・女性活躍推進法一体型様式により、一体として届出できますので、
記入例についてご紹介します。

１ 男女別の労
働者数及び有期
雇用労働者の数
を記入してくだ
さい。

届出を行う一般事
業主の氏名（記名
または自筆による
署名）または名称、
主たる事業、住所、
電話番号を記入し
てください。

法人の場合は、法
人の名称、代表者
の氏名（記名また
は自筆による署名
）、主たる事業、
主たる事務所の所
在地及び電話番号
を記入してくださ
い。

６ 女性活躍推
進法に基づく行
動計画と次世代
法に基づく行動
計画を別々に策
定している場合
も一体型での届
出が可能です。
（ただし計画期
間は同一である
場合に限ります
。）女性活躍推
進法に基づく行
動計画と次世代
法に基づく行動
計画を別々に策
定している場合
で、行動計画の
公表日が異なる
場合は、欄外を
利用し、２つの
公表日が分かる
ように記載して
ください。

株式会社 Ａ

かぶしきがいしゃ えい

代表取締役 ○○○○

まるまる

100ｰ○○○○
東京都千代田区○○○

03-××××-××××

×××××

８

581

254

４ １

327

８ ４ １

８ ４ １ 10 ３ 31

８ ４ １

５ 該当するも
のに○をつけて
ください。

12及び13

認定（トライくる
みん・くるみん）
又は特例認定（プ
ラチナくるみん）
を希望するかどう
かについて、該当
するものに○をつ
けてください。

なお、ここで｢無｣
に○をつけた場合
でも、認定申請及
び特例認定申請が
できなくなるわけ
ではありません。

５

計画期間における男性の平均育児休業取得率を○％以上とする。

フルタイム労働者一人当たりの各月ごとの法定時間外労働及び法定休日労働の合計時間数を○時間未満とする。

235



６



７



以下、16～18ページの第１号様式と同様。

管理職（課長級以上）に占める女性労働者の割合を30%以上にする。

①

②

全社員の残業時間を月平均20時間以内とする。

16（１）

達成しようとする目標（数値目標で代表的なもの）の内容を記載してください。

常時雇用する労働者数301人以上の事業主は、 (ⅰ)と(ⅱ)の両方を記載し、目標
の分類番号（Ｐ○の表の①又は②）を記入してください。

８

各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合、雇用管理区分ごとの労働者の月ごとの
平均残業時間数等の労働時間の状況


